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民間団体等を対象とした補助金等に関する行政評価・監視（第２次） 

結果に基づく勧告に伴う改善措置状況（回答）の概要 

 

 

【調査の実施時期】  平成17年４月～18年８月 

【勧告日及び勧告先】  平成18年８月16日 文部科学省、厚生労働省、農林水産省及び経済産業省に対し勧告 

【 回 答 年 月 日 】  文部科学省：平成19年８月17日、厚生労働省：平成19年９月４日、 

農林水産省：平成19年８月31日、経済産業省：平成19年８月31日 

 

【行政評価・監視の背景事情等】 

○ 補助金等（国の予算科目上の補助金、負担金、交付金、補給金及び委託費の総称。以下同じ。）は、一定の行政水準の維持や特定の施策

の奨励等のための政策手段としての機能を担っており、その総額は、平成 18 年度当初予算で 27 兆 5,862 億円 

○ このうち、民間団体等（公益法人、社会福祉法人、学校法人、一般企業、個人等）を対象とした補助金等（２兆 3,828 億円）については、

昨年８月 11 日に閣議了解された「平成 18 年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針について」等において、官と民の役割分担や行政

のスリム化の観点から、整理合理化を積極的に推進することとされている。また、依然として不適正事例が発生していることから、適正な

執行や指導監督の確保も課題 

○ この行政評価・監視は、民間団体等を対象とした補助金等のうち、主として、長期間（10年以上）継続し予算が一定額（平成15年度予算

額１億円）以上のものについて、その効果的かつ効率的な使用等を図る観点から実施 
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主 な 勧 告 事 項 関係府省が講じた改善措置状況 

１ 補助金等の執行の適正化等 

（勧告） 

次の措置を講ずるとともに、補助要件等の周知や遵守に係る指導を徹

底すること。また、不適正な執行については、返還等厳格かつ適正な対

応措置を講ずること。 

① 研究者個人に交付され、機関管理を行うとされている補助金等につ

いては、機関管理等を徹底し、不適正な執行を防止するための措置の

強化を検討すること。 

② 正確な実績報告等の提出を徹底するとともに、実績報告の審査を厳

正かつ的確に実施すること。 

（説明） 

① 研究者個人に交付され、その所属機関が事務（機関管理）を行う補助

金等について、ⅰ）補助金の取扱いを研究者に任せきり、ⅱ）所属機関

による書類の確認等が不十分などから、不適正な執行となっているもの

などが発生（調査研究者延べ390人(科学研究費補助金:231人、厚生労働

科学研究費補助金等:159人)中10人(科学研究費補助金:４人、厚生労働科

学研究費補助金等:６人)が不適正な執行） 

  ⅰ 科学研究費補助金（文部科学省）  

  ⅱ 厚生労働科学研究費補助金等（厚生労働省） 

 

    

 ② 補助事業者からの実態と相違した実績報告や、補助対象とする必要の

ない経費を含めた実績報告に基づいた交付金額の決定など、不適正な執

行となっているものが発生 

  ⅰ 高額医療費貸付事業等交付金（厚生労働省） 

  ⅱ 企業年金連合会事務費補助金（厚生労働省） 

  ⅲ 試験研究調査委託費（農林水産省） 

  ⅳ 石油製品販売業構造改善対策事業費等補助金（経済産業省） 

  

 

 

→：「回答」時に確認した改善措置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→① 大学等の各研究機関に対し、通知等により補助要件等の周知や遵

守に係る指導を徹底するとともに、機関管理の実施の徹底、不適正

な執行を防止するための措置の強化を実施 

なお、不適正な執行となっていた研究者 10 人のうち４人（科学

研究費補助金：３人、厚生労働科学研究費補助金等：１人）につい

ては返還済み（返還額計 290 万円）であり、６人（科学研究費補助

金：１人、厚生労働科学研究費補助金等：５人）については現在調

査中の結果に基づき不適正な執行が行われていた補助金を返還さ

せる予定 

 

→② 補助事業者等に対し、正確な実績報告の励行と実績報告の内容の

審査の実施を指導。また、実態と相違した実績報告等は、再提出さ

せた。 

なお、不適正な執行となっていた２件のうち１件（石油製品販売

業構造改善対策事業費等補助金）については返還済み（返還額計52

万円）であり、１件（高額医療費貸付事業等交付金）については返

還させる予定 
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主 な 勧 告 事 項 関係府省が講じた改善措置状況 

２ 補助金等の効果的かつ効率的な執行 

（勧告） 

① 補助事業者等において非効率的な執行となっているものについて

は、交付手続の迅速化等により補助事業者等の負担を軽減する等、事

業執行の効率化を図ること。 

② 貸付時の的確な審査などにより、精算不足金の発生防止に努めるよ

う指導すること。 

③ 水産物流通対策における実証試験の実施とその成果の普及を図る事

業については、成果を上げることができなかった例の原因・理由を分

析し、見出された課題を今後の事業の実施に当たって適切に反映させ

る仕組みを設けること。 

（説明） 

 ① 補助金等の交付手続が遅延していること、補助事業者等に過度の事務

処理を求めていること等により、補助事業者等において非効率的な執行

となっているもの 

  ・ 厚生労働科学研究費補助金（厚生労働省） 

  ・ 特定原料用甘しょ特別集荷奨励金（農林水産省） 

  ・ 患畜処理手当等交付金（農林水産省） 

  ・ 石油販売業構造改善対策事業費等補助金（経済産業省） 

 

 ② 補助金等を原資とする貸付事業で、未回収金が年々増加しているもの

  ・ 高額医療費貸付事業等交付金（厚生労働省） 

 

 

 

③ 実証試験の実施とその成果の普及を図る事業で、成果を上げることが

できなかった例（システム化を断念したり、導入したシステムの稼働を

停止したもの等）について原因・理由が分析されていないもの 

・ 水産物流通対策事業費補助金の水産物サプライチェーン流通パイロ

ット事業（農林水産省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→① 交付要綱等の早期改正等により補助事業者に対する通知を早め

ること等により交付手続等を迅速化。また、事業終了後における報

告書の報告書類の簡素化を図ることにより、補助事業者への事務負

担を軽減 

 

 

 

 

→② 社団法人全国社会保険協会連合会に対し、貸付申込時の審査の徹

底指導、都道府県社会保険協会と社会保険事務所の連携強化による

精算不足金の発生防止、精算不足金に係る管理・回収マニュアルの

策定等厳格かつ的確な回収に対する指導強化を図るよう指導した。 

  

→③ 水産物流通対策として平成17年度及び18年度に実施した「国産水

産物新需要創出ビジネスモデル事業」において、補助金実施要領等

の改正で、補助事業者に対して補助事業終了後３か年間の報告を求

めることにより勧告に対応する仕組みを創設 

   また、平成19年度から新たに開始した「水産物流通構造改革事業」

においても同様の仕組みを設けた。 

 



- 4 - 

主 な 勧 告 事 項 関係府省が講じた改善措置状況 

３ 補助金等の整理合理化 

（勧告） 

補助金等の効果的かつ効率的な使用を図る観点から、補助事業の廃止

や事業規模の算出方法の見直し等による補助金等の縮減、事業内容を成

果の上がるものとすること等による補助事業の重点化など、補助事業の

在り方を見直すこと。 

（説明） 

  調査対象補助金等のうち、次の８補助金等については、ⅰ）事業規模等

が過大、ⅱ）事業の実施が低調又は非効率、ⅲ）補助目的が未達成、ⅳ）

他に類似事業を実施、等の状況 

 

① 社会事業学校等経営委託費（厚生労働省） 

国が日本社会事業大学（日社大）に委託費を交付して学校運営を行

う必要性と効果を検証し、事業の全体又は一部が委託事業として実施

する必要性が低いと認められる場合、委託事業としては廃止するなど、

委託費の在り方を見直すこと。 

 社会福祉主事養成課程（通信教育）について、国からの補助金等を

受けずに日社大と同様の課程を実施する中央福祉学院（(福)全国社会

福祉協議会設立）と比較すると、ⅰ) 未修了者の比率が高い、ⅱ) 受

講者１人当たりの事業費が高いなど 

  

② 診療等委託費の高年齢労働者安全衛生等調査研究委託費（厚生労働省）

相談センターの設置場所を見直したり、事業ごとに置かれている担

当者の配置を弾力化するなどにより、委託費を縮減すること。 

支部とは別の場所に設置された相談センターへの来所による相談者

は、全体の１割程度で数も少ないなど 

 

③ 職業講習等委託費の民営職業紹介事業指導援助事業（厚生労働省） 

国からの委託を受けて実施する講習会について、委託費による事業

の実施に伴う収入を報告させ、余剰金が出た場合には委託費を減額す

る仕組みを設けること、委託事業に係る収入（受講費用）及び支出に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→① 平成20年度までに大学評価・学位授与機構の評価を受け、その評

価を踏まえて大学の機能の明確化を図れるように必要なところを

見直し、運営に反映させることとしており、このような日社大にお

ける経営の効率化等の進展や、大学評価・学位授与機構の評価の結

果を踏まえつつ、日社大の平成22年度以降の新たな中期目標・中期

計画の策定に併せて、委託費の在り方も検討 

 

 

 

 

→② 労働条件等自主的改善対策推進事業及び中小企業賃金制度支援

事業を平成18年度で廃止するとともに、労働条件相談センターの統

合・廃止等による設置場所の見直しを行い、委託費を縮減 

 

 

 

→③ 社団法人全国民営職業紹介事業協会に対し、平成18年度の職業紹

介責任者講習会に係る委託事業においては、受講費用の徴収による

収支額を委託事業精算報告書等とともに報告させること、受講費用

の徴収による剰余金が生じた場合の委託費を減額することを内容

とした文書を通知した。 
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主 な 勧 告 事 項 関係府省が講じた改善措置状況 

ついては、積算根拠と併せて公開し、その透明性を高めることにより、

委託費の見直しを図ること。 

    協会は、受講者から受講費用を徴収しているが、この収入が委託事

業費精算報告書等に掲載されておらず、厚生労働省に報告することと

されていない。なお、収入が支出（講習会の実施に要した経費）を上

回った年度もあり。 

（④ 職業講習等委託費の労働者派遣事業雇用管理等援助事業も同様）

 

 ⑤ 診療等委託費及び職業講習等委託費の女性と仕事の未来館運営事業

（厚生労働省） 

国からの委託を受けて運営する女性と仕事の未来館の稼働率を上げ

るなど収入増を図ることにより、委託費の縮減を図ること。 

施設の周知が不十分であることから、施設の稼働率が低調（平成 16

年度：18～30％）、施設利用料は、時間帯や曜日等にかかわらず一律に

設定され、その金額も類似施設と比較して低い。 

 

 ⑥ 水産物流通対策事業費補助金の魚価安定基金造成事業（農林水産省）

国からの補助を受けて漁業者団体等に助成するために造成した魚価

安定基金について、実態に見合っていない事業規模の算出方法を見直

し、事業規模と事業実績のかい離を縮小すること。 

事業規模算定の基となる「調整保管率」（当該年度に漁業者団体等が

魚価安定のために水産物を買い取る数量の、水産物ごとの生産数量に

対する割合の見込み）が、実際の買取率よりも高いなど、資金造成の

ための事業規模が事業実績と大きくかい離 

 

 ⑦ 石油製品品質確保事業費補助金の石油製品品質確保事業（経済産業省）

国からの補助を受けて実施する石油製品の品質を確認するための試

買分析を、過去の不適合の発生状況等を勘案して試買分析の実施を図

るなど補助金の重点化を図ること。 

ⅰ）品質が保持できないおそれのある給油所の増加などに伴い、給油所

数の減少(16 年度は 12 年度の 90.6％に減)にかかわらず試買分析件数

  なお、本講習会は、平成19年度以降は国庫からの支出を行わないこ

ととした。 

（④ 職業講習等委託費の労働者派遣事業雇用管理等援助事業も同様

に措置） 

 

 

 

 

→⑤ 施設の稼働率の目標を設定し、その目標を達成するために、企業

に対する施設利用料金等を記載したチラシの配付等による周知広

報を実施。類似施設との比較を踏まえた利用料金の引上げ等を、平

成 19 年度予算に反映 

なお、繁閑に応じた利用料金の設定の可否については、類似施設

についての情報を集め、平成 20 年度予算要求に向けて検討する予

定 

 

→⑥ 事業規模の算出方法を過去の買取実績を踏まえたものに見直し

た。その結果として平成19年度の予算要求は行わず、既存基金の取

り崩しにより事業を実施 

 

 

 

 

 

 

→⑦ 試買分析については、試買による分析結果を踏まえ、悪質性が高

いと考えられる給油所を運営する事業者の他の給油所を対象にす

るなどにより重点化 
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主 な 勧 告 事 項 関係府省が講じた改善措置状況 

は横ばいであるが、現在の試買対象は、地域特性や季節変動等を踏ま

えた重点化が不十分 

 

 ⑧ 石油製品販売業構造改善対策事業費等補助金の地域事業環境整備支援

事業（経済産業省） 

他業種団体等による事業の実施状況も踏まえ、認知度に応じて周知

の対象及び方法を見直すなどによる補助金の重点化を図ること。 

大半の石油組合が実施している「かけこみ 110 番」は、他業種（タ

クシー、コンビニ、理･美容等）が同様の事業を実施しており、地域住

民等の認知度が比較的高く、地域に定着しつつある状況 

 

 

 

 

→⑧ 平成18年度実施事業から、費用対認知度が低い周知方法について

は補助対象外とする、事業内容に応じた周知対象者の絞り込みを行

うなどにより事業の重点化を実施 

 

 


